
証券コード　7266

平成26年６月２日

株 主 各 位
愛 知 県 犬 山 市 字 柿 畑 １ 番 地

株 式 会 社 今 仙 電 機 製 作 所
代表取締役社長 藤 掛  治

第77期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第77期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月18
日（水曜日）営業時間終了の時（午後５時５分）までに到着するようご返送くだ
さいますようお願い申しあげます。

敬具
記

１．日 時 平成26年６月19日（木曜日）午前11時
（受付開始時間は午前10時を予定しております。）

２．場 所 愛知県犬山市犬山北古券107-１
名鉄犬山ホテル ２階 「彩雲」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第77期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事

業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第77期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役11名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件

以 上

１．株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正をすべき事情が生じた

場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.imasen.co.jp/)において、修正

後の事項を掲載させていただきます。

２．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます

ようお願い申しあげます。

３．株主総会終了後、同会場にて株主懇親会を開催いたします。なお、株主懇親会にご出席いた

だく場合は、同封の株主懇親会出席連絡用はがきをご返送くださいますようお願い申しあげ

ます。

４．当日は、軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご理解賜りますようお願い

申しあげます。
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　　（添 付 書 類）

事　 業　 報　 告

（平成25年４月１日から

平成26年３月31日まで）
１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における世界経済は、中国・新興国において成長に陰り

が見られましたが、米国では民間需要が堅調に推移し景気は緩やかに回復

いたしました。国内におきましては、政府の金融緩和策や経済対策により

円安や株価上昇が進み、輸出産業を中心に企業収益の改善の下、設備投資

の増加が見られるなど景気は回復基調に推移いたしました。

　当社グループが関連する自動車業界におきましては、自動車生産は北米

における受注の増加や中国市場の回復により堅調に推移いたしました。国

内におきましては、年度前半にはエコカー減税終了の反動により販売台数

が低迷したものの、年度中盤以降、消費税率の引き上げに伴う駆け込み需

要により、生産台数は前年度を上回る結果となりました。

　このような経営環境の中で当社グループにおきましては、中期経営計画

である「Dream2020」フェーズ１の重点展開方針に沿った活動を展開してま

いりました。

　グローバルでの経営基盤の強化といたしまして４月にグローバル経営企

画部門を新たに設置いたしました。自動車業界の海外シフトに対応できる

ようグローバルでの最適な供給体制の構築及び生産レイアウトを検討する

ことを目的としております。

　また、グローバルでの生産拠点の拡充につきましては、労働コストの優

位性及び最適調達の推進による北米事業の採算改善、中南米域におけるビ

ジネス拡大を目的として一昨年メキシコに設立した｢イマセン メキシコ 

テクノロジー エス エー デ シー ブイ｣は、2014年２月に操業を開始いた

しております。

　さらには、経営環境の変化に柔軟に対応できるよう国内外の各拠点にお

いて現地調達化及び総原価低減活動に努めてまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度の売上高につきましては、自動車部品関

連事業における海外での受注が好調に推移したことから110,265百万円（前

期比28.0％増）となりました。利益面につきましては、営業利益は、4,658

百万円（前期比65.7％増）、経常利益は、為替差益などにより6,104百万円

（前期比69.1％増）、当期純利益は、4,680百万円（前期比165.7％増）と

なりました。

－ 2 －



 事業別の状況は次のとおりであります。

(自動車部品関連事業)

　タイ、中国などのアジア及び北米での受注が増加したことにより、売上

高は105,982百万円（前期比29.9％増）、営業利益は4,564百万円（前期比

61.5％増）となりました。

(ワイヤーハーネス関連事業)

　航空機関連向けの受注が増加したことにより、売上高は2,802百万円（前

期比10.9％増）、営業利益は59百万円（前期は84百万円の損失）となりま

した。

(福祉機器関連事業)

　電動車いすの受注が減少したことから、売上高は1,097百万円（前期比

1.2％減）、営業利益は26百万円（前期比63.9％減）となりました。

(自動車販売関連事業)

　自動車販売関連事業を営む名北三菱自動車販売株式会社（平成25年10月

１日付で名北自動車株式会社に商号変更。以下、「名北自動車」という。）

は、同社が行う三菱自動車のディーラー事業を会社分割し、平成25年10月

１日をもって隣接地域の三菱自動車ディーラーである中部三菱自動車販売

株式会社に譲渡、承継いたしました。

　会社分割後の名北自動車は、平成25年12月18日開催の臨時株主総会にお

いて解散を決議し、現在清算手続中であります。

　売上高は383百万円（前期比57.4％減）、営業損失は４百万円（前期は16

百万円の損失）となりました。

(2) 設備投資等及び資金調達の状況

①　設備投資等の状況

　当連結会計年度の設備投資は、総額7,549百万円となりました。その主な

ものは、自動車部品関連事業における新規受注製品や合理化に伴う生産設

備であります。

②　資金調達の状況

  当連結会計年度において、特記すべき資金調達は行っておりません。
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(3) 対処すべき課題

　今後の当社グループを取り巻く環境につきましては、先進国をはじめとし

て世界経済は緩やかに回復するものと思われますが、新興国の成長鈍化など

の不安要素を注視していく必要があります。

　国内におきましては、消費税率の引き上げによる個人消費の冷え込みが懸

念されるものの、政府の各種経済政策の効果から景気は堅調に推移するもの

と予想されます。

　当社グループが関連する自動車業界におきましては、北米、中国の二大市

場及び新興国における自動車生産は順調な動きを見せる一方、国内における

自動車生産はグローバル化の加速により縮小へと向かっております。

　自動車部品業界におきましては、環境志向の高まりから燃費性能の優れた

小型車、環境対応車へのシフトが明確となる中、サプライヤーはより軽量化

された競争力の高い製品開発が求められております。

　このような経営環境の中で当社グループにおきましては、中期経営計画

「Dream2020」のフェーズ１の最終年度として「品質管理体制の強化」「グロ

ーバルでの販路拡大」「感動を与える製品・技術の開発」「国内工場の再編」

「グローバルに通用する人材育成」をテーマに重点的に取り組んでまいりま

す。また、「Dream2020」の達成に向けて将来につながる適切かつ有効な投資

を進めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご支援、ご鞭撻を賜りま

すようお願い申しあげます。

(4) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 74 期

(平成23年３月期)
第 75 期

(平成24年３月期)
第 76 期

(平成25年３月期)

第 77 期
(当連結会計年度)
(平成26年３月期)

売 上 高(百万円) 83,828 78,786 86,123 110,265

経 常 利 益(百万円) 5,880 2,692 3,609 6,104

当 期 純 利 益(百万円) 3,685 1,471 1,761 4,680

１株当たり当期純利益 (円) 206.29 82.21 99.92 264.87

総 資 産(百万円) 63,308 67,014 73,855 88,209

純 資 産(百万円) 32,492 32,914 35,965 42,561
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(5) 重要な親会社及び子会社の状況

 ① 親会社との関係

    該当事項はありません。

 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

今仙電機股份有限公司
台 湾
台北市

百万新台湾ドル

94
％

63.1
車両用ホーン、ランプ、
リレーの製造・販売

イマセン フィリピン マニュフ
ァクチュアリング コーポレー
ション

フィリピン
ラ グ ナ 州

百万フィリピンペソ

162 90.0
車両用シートアジャス
タの製造・販売

イマセン ビュサイラス テクノ
ロジー インク

米 国
オハイオ州

百万米国ドル

29 100.0
車両用シートアジャス
タの製造・販売

広州今仙電機有限公司
中 国
広東省

百万人民元

74 100.0
車両用シートアジャス
タの製造・販売

イマセン マニュファクチュア
リング（タイランド）カンパニ
ー リミテッド

タ イ
アユタヤ県

百万タイバーツ

322 100.0
車両用シートアジャス
タの製造・販売

株式会社九州イマセン
福岡県
北九州市

百万円

50 100.0
車両用シートアジャス
タの製造・販売

イマセン マニュファクチュア
リング インディア プライベー
ト リミテッド

イ ン ド
ラジャス
タ ン 州

百万インドルピー

316 99.9
車両用シートアジャス
タの製造・販売

武漢今仙電機有限公司
中 国
湖北省

百万人民元

100 60.0
車両用シートアジャス
タの製造・販売

株式会社シーマイクロ
香川県
高松市

百万円

15 100.0
画像・映像処理装置の製
造・販売、自動車部品の
開発

イマセン メキシコ テクノロジ
ー エス エー デ シー ブイ

メ キ シ コ
グ ア ナ
フ ァ ト 州

百万メキシコペソ

197 100.0
車両用シートアジャス
タの製造・販売

東洋航空電子株式会社
愛知県
犬山市

百万円

96 100.0
航空機用ワイヤーハー
ネス、各種計測機器の製
造・販売

株式会社岐阜東航電
岐阜県
美濃加茂市

百万円

20 －
工作機械用ワイヤーハ
ーネス、各種電子機器の
製造・販売
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会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社今仙技術研究所
岐阜県
各務原市

百万円

20 100.0
身体障がい者用車いす、
義足の製造・販売

 (注) １. 株式会社岐阜東航電の株式については、東洋航空電子株式会社が100％

所有しております。

２. イマセン マニュファクチュアリング インディア プライベート リミ

テッドの株式については、株式会社今仙技術研究所も所有しており、

同社所有株式を含めた出資比率は100％であります。

３. 武漢今仙電機有限公司の株式については、広州今仙電機有限公司も出

資しており、同社出資分を含めた出資比率は100％であります。

４．名北三菱自動車販売株式会社（平成25年10月１日付で名北自動車株式

会社に商号変更。以下、「名北自動車」という。）は、同社が行う三

菱自動車のディーラー事業を会社分割し、平成25年10月１日をもって

隣接地域の三菱自動車ディーラーである中部三菱自動車販売株式会社

に譲渡、承継いたしました。会社分割後の名北自動車は、平成25年12

月18日開催の臨時株主総会において解散を決議し、現在清算手続中で

あります。

(6) 主要な事業内容

事 業 内 容 主 要 製 品

自 動 車 部 品 関 連 事 業
車両用シートアジャスタ、リレー、ホーン、ランプの製
造・販売

ワイヤーハーネス関連事業
航空機・工作機械用ワイヤーハーネス、各種計測機器・
電子機器の製造・販売

福 祉 機 器 関 連 事 業 身体障がい者用車いす、義足の製造・販売
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(7) 主要な営業所及び工場等

 ① 当社

本　社　　愛知県犬山市字柿畑１番地

 ② 当社営業所及び工場

営業所

名 称 所 在 地

東 京 支 店 東京都中野区

広 島 支 店 広島県東広島市

栃 木 支 店 栃木県芳賀郡芳賀町

(注)　栃木支店につきましては、東日本大震災により事務所が被災したことから

栃木県宇都宮市に暫定事務所を構え業務を行ってまいりましたが、平成25年

９月16日に栃木テクニカルセンターを栃木県芳賀郡に開設し、同支店を移転

いたしました。

工　場

名 称 所 在 地 生 産 品 目

名 古 屋 工 場 愛 知 県 犬 山 市 シートアジャスタ

広 島 工 場 広 島 県 東 広 島 市 リレー、ランプ

可 児 工 場 岐 阜 県 可 児 市 ランプ、ウインドレギュレータ

岡 山 工 場 岡 山 県 倉 敷 市 シートアジャスタ、ランプ

八 百 津 工 場 岐 阜 県 加 茂 郡 八 百 津 町 シートアジャスタ

春 里 工 場 岐 阜 県 可 児 市 ランプ、アッシュトレイ

岐 阜 工 場 岐 阜 県 加 茂 郡 八 百 津 町 シートアジャスタ
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(8) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

従 　 業 　 員 　 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

4,957名（1,458名） 258名増（22名減）

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

② 当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

 1,721名（377名） 6名減（86名増） 37.3歳 15.1年

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

(9) 主要な借入先
(単位：百万円）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,948

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,029
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２．会社の株式に関する事項（平成26年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 49,195,000株

(2) 発行済株式の総数

普通株式 17,744,675株（自己株式545,811株を除く）

(3) 株主数 4,983名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

本 田 技 研 工 業 株 式 会 社 1,066 6.00

Ｉ Ｍ Ａ Ｓ Ｅ Ｎ 取 引 先 持 株 会 758 4.27

ヤ マ ハ 発 動 機 株 式 会 社 613 3.45

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 605 3.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 580 3.27

今 仙 電 機 従 業 員 持 株 会 572 3.22

株 式 会 社 第 三 銀 行 505 2.84

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 426 2.40

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 374 2.10

株 式 会 社 タ チ エ ス 320 1.80

(注)１．当社は自己株式を545千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　　２．持株比率は自己株式（545千株）を控除して計算しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

区 分
株式会社今仙電機製作所130％コールオプション条項付第３

回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権

発 行 決 議 日 平成24年８月29日

新 株 予 約 権 の 数 3,370個

新株予約権の目的となる

株 式 の 種 類 及 び 数
普通株式　3,052,536株

新株予約権の発行価額 無償

行 使 価 額 1,104円

新株予約権付社債の残高 3,370百万円

新株予約権の行使期間 自 平成24年10月１日　至 平成29年９月11日
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４．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 若 山 恭 二

代 表 取 締 役 社 長 藤 掛 　 治 営業本部 本部長

常 務 取 締 役 亀 山 弘 昌 原価企画 担当

アジア地域統括（除く中国）

イマセン マニュファクチュアリング（タイラン

ド）カンパニー リミテッド 取締役社長

イマセン マニュファクチュアリング インディ

ア プライベート リミテッド 取締役会長

常 務 取 締 役 中 澤 哲 則 イマセン ビュサイラス テクノロジー インク
取締役社長

イマセン メキシコ テクノロジー エス エー 
デ シー ブイ 取締役社長

常 務 取 締 役 足 立 　 隆 グローバル経営戦略・生産管理 担当

広州今仙電機有限公司 董事長 兼 総経理、

武漢今仙電機有限公司 董事長

常 務 取 締 役 佐々木　鉄　二 購買 担当

取 締 役 行 友 一 雄 電子・情報部品開発 担当（広島駐在）

取 締 役 亀 山 庸 宏 製造本部 本部長、生産技術 担当、九州イマセ

ン 担当

取 締 役 大 野 真 澄 総務・経理・経営戦略室 担当、関係会社 担当

コンプライアンス、コーポレートガバナンス、リ

スクマネジメント 担当

取 締 役 冨 田 雅 博 開発本部 本部長、品質保証 担当

取 締 役 佐 竹 克 幸 東京支店 担当、栃木支店 支店長

常 勤 監 査 役 長 屋 三 平

常 勤 監 査 役 阿 部 隆 行

監 査 役 宮 澤 俊 夫 弁護士

監 査 役 長谷川　周　義 公認会計士

株式会社トウチュウ 社外監査役

(注) １．監査役宮澤俊夫氏及び監査役長谷川周義氏は社外監査役であります。

２．当社は、監査役宮澤俊夫氏を株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所
の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

３．平成25年６月20日開催の第76期定時株主総会において、佐竹克幸氏は新たに取締役に
選任され就任いたしました。

４．平成25年６月20日開催の第76期定時株主総会終結の時をもって、取締役中島良紀氏、
取締役山田博氏は任期満了により退任いたしました。

５．監査役長谷川周義氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

員数（名） 報酬等の額 (百万円)

取 締 役 13 244

監 査 役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4

(2)

49

(13)

合 計 17 294

(注) １．取締役の報酬限度額は、平成８年６月26日開催の第59期定時株主総会において月額50

百万円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成８年６月26日開催の第59期定時株主総会において月額７

百万円以内と決議いただいております。

(3) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

氏 名 他 の 法 人 等 の 重 要 な 兼 職 の 状 況

長谷川周義 株式会社トウチュウ 社外監査役

(注) 株式会社トウチュウと当社の間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

監 査 役 宮 澤 俊 夫

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回、監査役会16

回のうち16回に出席いたしました。主に企業法務について専門

的見地からの発言を適宜行っております。

監 査 役 長谷川周義

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回、監査役会16

回のうち16回に出席いたしました。主に財務及び会計について

専門的見地からの発言を適宜行っております。

 ③ 責任限定契約に関する事項
（責任限定契約に関する内容の概要）

　当社は、社外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。
　当社定款に基づき当社が社外監査役全員と締結した責任限定契約の内容
の概要は下記のとおりであります。

　社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、そ
の職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担する
ものとする。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額
（百万円）

支　　払　　額

  当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 　34

　当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他

の財産上の利益の合計額
34

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は監査役会の請求に

基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすること

といたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任しま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主

総会において、解任の旨及びその理由を報告します。

(5) 子会社の監査の状況

　当社の重要な子会社のうち、在外連結子会社は、当社の会計監査人以外の

監査法人等の監査を受けております。

－ 13 －



６．会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①  取締役会は、法令、定款、株主総会決議及び取締役会規程、職務権限規

程、グループ倫理綱領（「倫理憲章」、「企業行動規範」を含む。以下、

倫理綱領という。）等の社内規程に従い、経営に関する重要事項を決定

する。

②  取締役は、法令、定款、取締役会決議及び業務分掌規程その他の社内規

程に従い、職務を執行する。

③  取締役会が取締役の職務執行を監督するため、取締役は、会社の業務執

行状況を取締役会規程に従い、取締役会に報告するとともに、他の取締

役の職務執行を相互に監視・監督する。

④  取締役の職務執行状況は、監査役の監査方針及び監査計画に基づき監査

を受ける。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に則り、各保

存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理する。開示

情報が発生した場合には情報開示担当取締役は内容を精査し、適時適切に

開示する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　各本部の取締役及び管理監督者は担当業務の内容を整理し、内在するリ

スクを把握、分析、評価し、リスクマネジメント委員会に報告するととも

に適正な対策を実施する。リスクマネジメント委員会は全社的なリスクを

管理監督し、内部統制システムの維持、向上を図っていく。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①  月１回定例取締役会を開催するほか、必要に応じて適宜臨時に取締役会

を開催し、経営の基本方針及び経営に係る重要事項について審議決定す

る。

②  取締役会の決議事項に関する執行方針の検討・審議及び執行状況の管

理・統制は、常勤取締役で構成する経営会議で行う。

③  取締役会に付議する重要な事項については、専務以下の常勤取締役によ

る経営検討会において、事前に十分な審議を行う。
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④  取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程

及び職務権限規程において定められた責任、責任者、権限及び執行手続

きの詳細に基づいて運用を行う。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　倫理綱領に基づく行動を担保するため、倫理委員会規程、コンプライア

ンス委員会要領に基づき、その運用の徹底を図る。

②  法令違反その他のコンプライアンスに関する事実の社内通報システムで

ある内部通報制度運営要領の適正な運用を図る。

③  内部監査部門である社長直属の監査室は、内部監査規程に基づき、内部

統制全般の監査を行う。

(6) 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

①  倫理綱領に基づき、グループ各社において諸規程を整備するとともに、

その運用を評価し必要な是正を図る。

②  倫理綱領の遵守により反社会的勢力は毅然とした態度で排除する。

③  倫理綱領の遵守状況については、関係会社管理規程に基づき毎月１回開

催される「中央経営協議会（当社役員と全グループ会社の社長が出席）」

と併せて開催される倫理委員会において審議し、内容の充実を図る。

④  グループの経営管理については、社長が任命する「関係会社担当取締役」

が行うことを基本とし、グループ会社が行う重要事項については当社の

事前承認を受ける。

⑤  中央経営協議会において、経営状況の報告・検討を行い、モニタリング

を行う。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

  監査役の職務を補助すべき使用人の設置が求められた場合は、適任者を

監査役職務補助専任者として任命するものとし、当該社員の評価等身分の

決定は、監査役会の同意を得て行う。
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(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

①　監査役は、重要な会議に出席し各職制の重要な業務の報告を受けること

ができるとともに、稟議書その他の重要な書類を閲覧することができる。

②　各取締役は監査役が行う業務監査に当たり、管轄する部門の部課長とと

もに各年度ごとに設定された経営の重要な事項について実施状況を報告

する。

③　内部通報制度運営要領の適切な運用を維持することにより、法令違反そ

の他のコンプライアンス上の問題について監査役へのより適切な報告体

制を確保する。

(9) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　代表取締役との面談による重要課題事項の意見・情報交換を行う。

②　監査室との連携及び情報交換を行う。

③　会計監査人との定期的な会合による意見及び情報の交換を行う。

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制

  財務委員会は監査室と連携し財務報告に係る内部統制システムの信頼性、

適正性を確保するため継続的に運用評価し必要な是正措置を行う。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社では、株主の皆様への利益還元と将来の事業展開に備えて企業体質強化の

バランスを考慮しつつ、安定的な配当を業績に応じて継続的に行うことを配当政

策の基本方針としております。配当の決定機関は、取締役会であります。

　また、内部留保金につきましては、企業体質の一層の充実及び長期的な事業展

開を維持していくための設備投資や研究開発投資に充当し、将来にわたり株主の

皆様のご期待に沿うべく努力してまいります。

　自己株式の取得につきましても、株主の皆様に対する有効な利益還元のひとつ

と考えており、株価の動向や財務状況等を考慮しながら適切に対応してまいりま

す。

　当期末の配当金につきましては、基本方針である安定的な配当と業績のバラン

スを考慮し、１株当たり13円とさせていただきました。

 (注) 事業報告中の記載金額及び株式数は、表示数値未満の端数を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在）

 （単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 50,925 流 動 負 債 29,950

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

11,015

22,283

3,893

9,473

1,291

2,968

△1

37,283

30,194

8,690

9,764

5,395

4,551

1,791

1,553

1,553

5,535

4,787

131

446

243

△73

支払手形及び買掛金 8,734

電 子 記 録 債 務 6,535

１年内償還予定の社債 5

短 期 借 入 金 4,553

未 払 法 人 税 等 613

賞 与 引 当 金 1,247

製 品 保 証 引 当 金 152

そ の 他 8,107

固 定 負 債 15,697

社 債 3,370

長 期 借 入 金 5,310

繰 延 税 金 負 債 1,790

退職給付に係る負債 1,503

そ の 他 3,723

負 債 合 計 45,647

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 38,843

資 本 金 4,613

資 本 剰 余 金 4,346

利 益 剰 余 金 30,322

自 己 株 式 △439

その他の包括利益累計額 3,330

その他有価証券評価差額金 1,816

為替換算調整勘定 1,590

退職給付に係る調整累計額 △76

少 数 株 主 持 分 387

純 資 産 合 計 42,561

資 産 合 計 88,209 負 債 純 資 産 合 計 88,209
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

科　　　目  金　　　額

売 上 高 110,265

売 上 原 価 96,254

売 上 総 利 益 14,010

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,352

営 業 利 益 4,658

営 業 外 収 益 1,823

受 取 利 息 及 び 配 当 金 188

そ の 他 1,634

営 業 外 費 用 376

支 払 利 息 273

そ の 他 103

経 常 利 益 6,104

特 別 利 益 575

固 定 資 産 売 却 益 3

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0

負 の の れ ん 発 生 益 570

特 別 損 失 72

固 定 資 産 処 分 損 70

そ の 他 1

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,607

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,370

法 人 税 等 調 整 額 457 1,827

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 4,780

少 数 株 主 利 益 100

当 期 純 利 益 4,680
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 4,548 4,281 26,048 △438 34,439

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

64 64 129

剰 余 金 の 配 当 △405 △405

当 期 純 利 益 4,680 4,680

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 64 64 4,274 △0 4,403

当 期 末 残 高 4,613 4,346 30,322 △439 38,843

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少 数 株 主
持 分

純 資 産 合
計

そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計
額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 1,575 △986 － 589 936 35,965

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

129

剰 余 金 の 配 当 △405

当 期 純 利 益 4,680

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

241 2,576 △76 2,741 △549 2,191

連結会計年度中の変動額合計 241 2,576 △76 2,741 △549 6,595

当 期 末 残 高 1,816 1,590 △76 3,330 387 42,561
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連結注記表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

 (1) 連結の範囲に関する事項

 ① 連結子会社の数　14社

主要な連結子会社の名称

今仙電機股份有限公司、東洋航空電子㈱、㈱今仙技術研究所、名北自動車㈱、㈱岐阜東

航電、イマセン　フィリピン　マニュファクチュアリング　コーポレーション、イマセ

ン　ビュサイラス　テクノロジー　インク、広州今仙電機有限公司、イマセン　マニュ

ファクチュアリング（タイランド）カンパニー　リミテッド、㈱九州イマセン、イマセ

ン　マニュファクチュアリング　インディア　プライベート　リミテッド、武漢今仙電

機有限公司、㈱シーマイクロ、イマセン　メキシコ　テクノロジー　エス　エー　デ　

シー　ブイ

 ② 非連結子会社名

㈱ナイト

㈱ナイトは小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしており

ません。

 (2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数　１社

イマセン　ランドホールディング　コーポレーション

同社の決算日は12月31日であります。持分法の適用に当たっては、同日現在の計算書類

を使用しております。非連結子会社１社については、当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がありませんので、この会社に対す

る投資については持分法を適用せず原価法により評価しております。

 (3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち今仙電機股份有限公司、イマセン　フィリピン　マニュファクチュア

リング　コーポレーション、イマセン　ビュサイラス　テクノロジー　インク、広州今

仙電機有限公司、イマセン　マニュファクチュアリング（タイランド）カンパニー　リ

ミテッド、イマセン　マニュファクチュアリング　インディア　プライベート　リミテ

ッド、武漢今仙電機有限公司及びイマセン　メキシコ　テクノロジー　エス　エー　デ

シー ブイの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同日現在

の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。
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 (4) 会計処理基準に関する事項

 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法に基づく原価法

デリバティブ　　　　　　　　時価法

たな卸資産　　　　　　　　　評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

製品・仕掛品　　　　　　　主として総平均法

商品　　　　　　　　　　　個別法

原材料　　　　　　　　　　主として移動平均法

貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法

 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

主として定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法によっております。

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産

については、一括償却資産として法人税法に規定する方法

により、３年間で均等償却しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　 ３～50年

機械装置及び運搬具 ４～９年

工具、器具及び備品 １～12年

無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内にお

ける見込利用可能期間（５年）による定額法によっており

ます。

リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

                                  リース期間を耐用年数とし、残存価額については、残価保

                                  証の取決めがあるリース取引は当該残価保証額、その他に

                                  ついては零とする定額法によっております。
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 ③ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計

上しております。

製品保証引当金　　　　　　　製品のクレーム費用の支払に備えるため、過去の実績を基

礎にして発生見込額を計上しております。

 ④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。

 ⑤ 重要なヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たす為替予約及び通貨スワップについては、振当処理を採用しており、

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

 ⑥ のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、少額の場合を除き５年間で均等償却しております。

 ⑦ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債又は退職給付に係る資産の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

なお、年金資産の額が退職給付債務を超える場合は退職給付に係る資産として計上して

おります。

会計基準変更時差異は、15年による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により発生年度から費用処理しております。

会計基準変更時差異の未処理額及び未認識数理計算上の差異については、税効果を調整

の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上

しております。

ロ．消費税の会計処理方法

消費税及び地方消費税は税抜方式によっております。
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2. 会計方針の変更に関する注記

　　 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より

適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債（年

金資産の額が退職給付債務を超える場合は退職給付に係る資産）として計上する方法に変更

し、会計基準変更時差異の未処理額及び未認識数理計算上の差異を退職給付に係る負債又は

退職給付に係る資産に計上しております。

　　 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計

額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。

　　 この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産を446百万円、退職給付に係る

負債を1,503百万円計上しております。また、その他の包括利益累計額が76百万円減少し、少

数株主持分が０百万円減少しております。

　　 なお、１株当たり純資産額は４円32銭減少しております。

3. 追加情報

　　 従来、役員退職慰労引当金については、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しておりましたが、平成25年６月開催の定時株主総会において、同

総会の終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止し、同総会終結の時までの在任期間に

対応する役員退職慰労金を打切り支給することが承認されました。なお、打切り支給に関す

る支払時期は各役員の退任時であるため、役員退職慰労引当金を全額取崩し、固定負債の「そ

の他」に計上しております。
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4. 連結貸借対照表に関する注記

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 59,425百万円

 (2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

 ① 担保に供している資産

（工場財団）

建　　　物 327百万円

土　　　地 30百万円

（その他）

建　　　物 1,505百万円

土　　　地 1,373百万円

合　　　計 3,237百万円

 ② 担保に係る債務

短期借入金 20百万円

長期借入金

（１年内返済予定額を含む）

3,984百万円

合　　　計 4,004百万円

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

 (1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　普通株式 18,290,486株

 (2) 配当に関する事項

 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金
の 総 額

１株当た
り配当額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成25年５月14日
取 締 役 会

普通株式
百万円

176
10円 平成25年３月31日 平成25年６月21日

平成25年11月11日
取 締 役 会

普通株式
百万円

229
13円 平成25年９月30日 平成25年12月２日
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 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総 額

１株当た
り配当額

基 準 日 効力発生日

平成26年
５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金
百万円

230
13円 平成26年３月31日 平成26年６月20日

 (3) 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

   第３回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成24年９月13日発行)

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,052千株

6. 金融商品に関する注記

 (1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に自動車部品関連事業を行うための設備投資計画に照らして、必要

な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しているほか、短期的な運転資金については銀

行借入により調達しております。デリバティブ取引については、外貨建債権債務等及び借

入金の残高の範囲内で個別的に利用することとしており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　受取手形及び売掛金、電子記録債権は顧客の信用リスクに晒されております。また、外

貨建債権債務等については為替相場の変動によるリスクに晒されておりますが、当該リス

クを回避する目的で、為替予約取引等を利用しております。また、借入金は市場金利変動

によるリスクがありますが、将来の金利上昇によるリスクを回避するとともに、借入金に

係る資金調達コストの軽減を図る目的で、金利スワップ取引を利用しております。なお、

デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内の銀行としており、契約不履行に係る信用

リスクはほとんど無いと判断しております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

　信用リスクについては、社内規定に基づき営業部門が取引先の状況をモニタリングする

ほか、内部管理部門も入金・残高管理を行うことで、回収懸念の早期把握やリスクの軽減

を図っております。

　為替変動リスクや市場金利変動リスクについては、為替予約取引等や金利スワップ取引

を利用することでリスクの軽減を図っており、デリバティブ取引の実行及び管理について

は、社内規定に基づき経理部が一元的に実行及び管理を行い、定期的に管理担当取締役に

対し報告し、管理担当取締役は経営会議に報告しております。

 (2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日（連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、次表には含めておりません。
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(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現金及び預金 11,015 11,015 ―

② 受取手形及び売掛金 22,283 22,283 ―

③ 電子記録債権 3,893 3,893 ―

④ 投資有価証券

その他有価証券 4,681 4,681 ―

資  産  計 41,874 41,874 ―

① 支払手形及び買掛金 8,734 8,734 ―

② 電子記録債務 6,535 6,535 ―

③ １年内償還予定の社債 5 5 ―

④ 短期借入金 3,147 3,147 ―

⑤ 社債 3,370 3,942 572

⑥ 長期借入金(※１) 6,716 6,720 3

負  債  計 28,509 29,086 576

デリバティブ取引(※２) (841) (841) ―

 ※１ 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

 ※２ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正
味の債務となる項目については、( )で表示しております。

(注)1 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金、③ 電子記録債権

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

④ 投資有価証券

株式については、取引所の価格によっております。

負  債

① 支払手形及び買掛金、② 電子記録債務、③ １年内償還予定の社債、④ 短期借入
金

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

⑤ 社債

市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは元利金の合計額を
当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により
算定しております。
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⑥ 長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。なお、金利スワップの特例処理の対象とされてい
る長期借入金については（下記「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと
一体として処理された元利金の合計額を同様の借入を行った場合に適用される合
理的に見積られる利率で割り引いて算定しております。

デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

区 分 取 引 の 種 類 契 約 額 等
契約額等のうち
１ 年 超

時  価 評 価 損 益
当 該 時 価 の
算 定 方 法

市場取引
以外の取
引

通貨スワップ取引

受取円・支払米ド
ル

5,768 5,207 △841 △841

取引先金融機関

から提示された

価格等によって

おります。

② ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた
元本相当額等は、次のとおりです。

(単位：百万円)

ヘッジ会計の
方 法

デリバティブ取引の
種 類 等

主 な ヘ ッ ジ
対 象

契 約 額 等
契約額等のう
ち 1 年 超

時 価
当 該 時 価 の
算 定 方 法

金利スワップ
の 特 例 処 理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動 長 期 借 入 金 754 574 ＊

為替予約等
の振当処理

為替予約取引 先物為替相場によ
っております。売建 売 掛 金 772 ― 1

（*）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

(注)2 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非連結子会社株式及び関連会社株式41百万円、非上場株式65百万円については、市場
価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢④投資有価証券｣
には含めておりません。

7. １株当たり情報に関する注記
  (1) １株当たり純資産額 2,376円72銭
  (2) １株当たり当期純利益 264円87銭

8. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成26年３月31日現在）

 （単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

26,748

2,888

1,062

3,669

13,438

665

672

475

280

6

560

1,438

1,026

562

32,535

13,619

4,056

272

3,425

23

1,935

3,411

493

1,092

135

942

14

17,823

4,572

5,276

1,923

5,630

1

475

△57

流 動 負 債 20,269

支 払 手 形 253

電 子 記 録 債 務 6,693

買 掛 金 3,742

１年内返済予定の長期借入金 1,000

短 期 借 入 金 1,700

リ ー ス 債 務 1,049

未 払 金 1,834

未 払 法 人 税 等 11

未 払 費 用 1,049

賞 与 引 当 金 1,066

製 品 保 証 引 当 金 152

設備関係支払手形 47

営業外電子記録債務 535

そ の 他 1,132

固 定 負 債 9,251

社 債 3,370

長 期 借 入 金 3,167

リ ー ス 債 務 785

繰 延 税 金 負 債 689

退 職 給 付 引 当 金 1,147

そ の 他 91

負 債 合 計 29,521

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 27,985

資 本 金 4,613

資 本 剰 余 金 4,346

資 本 準 備 金 4,346

利 益 剰 余 金 19,464

利 益 準 備 金 210

その他利益剰余金 19,254

固定資産圧縮積立金 138

別 途 積 立 金 5,428

繰越利益剰余金 13,687

自 己 株 式 △439

評価・換算差額等 1,776

その他有価証券評価差額金 1,776

純 資 産 合 計 29,762

資 産 合 計 59,283 負 債 純 資 産 合 計 59,283
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損　益　計　算　書

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

 （単位：百万円）

科　　　　目 金　　　　額

売 上 高 58,779

売 上 原 価 52,621

売 上 総 利 益 6,157

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,651

営 業 利 益 506

営 業 外 収 益 2,037

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,803

そ の 他 234

営 業 外 費 用 193

支 払 利 息 107

そ の 他 86

経 常 利 益 2,350

特 別 利 益 1

固 定 資 産 売 却 益 0

そ の 他 0

特 別 損 失 90

固 定 資 産 処 分 損 70

そ の 他 20

税 引 前 当 期 純 利 益 2,261

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 434

法 人 税 等 調 整 額 56 490

当 期 純 利 益 1,770
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,548 4,281 210 138 5,428 12,322 △438 26,491

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行
（新株予約権
の 行 使 ）

64 64 129

剰余金の配当 △405 △405

当 期 純 利 益 1,770 1,770

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中
の 変 動 額（純 額）

事業年度中の変動額合計 64 64 － － － 1,364 △0 1,493

当 期 末 残 高 4,613 4,346 210 138 5,428 13,687 △439 27,985

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 1,558 28,049

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行
（新株予約権
の 行 使 ）

129

剰余金の配当 △405

当 期 純 利 益 1,770

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中
の 変 動 額（純 額）

218 218

事業年度中の変動額合計 218 1,712

当 期 末 残 高 1,776 29,762
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

 ① 子会社株式及び関連会社株式　　　　　　移動平均法に基づく原価法

 ② その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法  (評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法

 (2) デリバティブ取引の評価基準　　　　　　時価法

 (3) たな卸資産の評価基準及び評価方法　　　評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）によっております。

 ① 製品・仕掛品　　　　　　　　　　　　　総平均法

 ② 原 　材 　料　　　　　　　　　　　　　移動平均法

 ③ 貯　 蔵　 品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

 (4) 固定資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産（リース資産を除く）　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によっ

ております｡

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減

価償却資産については、一括償却資産として法

人税法に規定する方法により、３年間で均等償

却しております。

 ② 無形固定資産（リース資産を除く）　　　定額法

ただし、ソフトウエア（自社利用）については、

社内における見込利用可能期間（５年）による

定額法によっております。

 ③ リース資産　　　　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額について

は、残価保証の取決めがあるリース取引は当該

残価保証額、その他については零とする定額法

によっております。
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 (5) 引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

 ② 賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

 ③ 製品保証引当金　　　　　　　　　　　　製品のクレーム費用の支払に備えるため、過去

の実績を基礎にして発生見込額を計上しており

ます。

 ④ 退職給付引当金　　　　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

期末において発生していると認められる額を計

上しております｡

会計基準変更時差異については、15年による按

分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年) による定率法により発生年度から費用処理

しております。

 (6) ヘッジ会計の方法

振当処理の要件を満たす為替予約及び通貨スワップについては、振当処理を採用しており、

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

 (7) 消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

2. 追加情報

従来、役員退職慰労引当金については、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しておりましたが、平成25年６月開催の定時株主総会において、同総会の

終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止し、同総会終結の時までの在任期間に対応する

役員退職慰労金を打切り支給することが承認されました。なお、打切り支給に関する支払時期

は各役員の退任時であるため、役員退職慰労引当金を全額取崩し、固定負債の「その他」に計

上しております。
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3. 貸借対照表に関する注記

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 41,962百万円

 (2) 関係会社に対する短期金銭債権 6,856百万円

 (3) 関係会社に対する長期金銭債権 5,607百万円

 (4) 関係会社に対する短期金銭債務 1,510百万円

 (5) 担保に供している資産及び担保に係る債務

 ① 担保に供している資産

（工場財団）

建　　　物 327百万円

土　　　地 30百万円

（その他）

建　　　物 1,334百万円

土　　　地 1,201百万円

合　　　計 2,894百万円

 ② 担保に係る債務

長期借入金

（１年内返済予定額を含む）

3,948百万円

 (6) 保証債務

以下の各社に対し、保証を行っております。

イマセン ビュサイラス テクノロジー インク

（銀行借入及びリース契約）

2,621百万円

広州今仙電機有限公司（銀行借入） 308百万円

イマセン フィリピン　マニュファクチュアリング　コーポ

レーション（銀行借入）

194百万円

合　　　計 3,124百万円

4. 損益計算書に関する注記

 (1) 関係会社への売上高 15,962百万円

 (2) 関係会社からの仕入高 5,248百万円

 (3) 関係会社への営業費用 170百万円

 (4) 関係会社との営業取引以外の取引高 3,385百万円

5. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式                 545,811株
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6. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 378百万円

製品保証引当金 54百万円

退職給付引当金 407百万円

関係会社株式 930百万円

その他 782百万円

繰延税金資産小計 2,552百万円

評価性引当額 △1,034百万円

繰延税金資産合計 1,518百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金

前払年金費用

△76百万円

△142百万円

その他有価証券評価差額金

その他

△956百万円

△4百万円

繰延税金負債合計 △1,180百万円

繰延税金資産の純額 337百万円
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7. 関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

（単位：百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権
の 所 有
割合 (％ )

関連当事者と
の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子

会

社

イマセン ビュサイラス
テクノロジー インク

100.0

役員の兼任
シートアジャス
タの製品販売、
債務の保証、資
金の貸付

製品の販売
債務保証
資金の貸付

5,149
2,621
2,432

売掛金
－

長期貸付金
 短期貸付金

2,123
 －

4,357
560

広州今仙電機有限公司 100.0

役員の兼任
シートアジャス
タの製品販売、
債務の保証

製品の販売 3,650 売掛金 893

イマセン マニュファク
チュアリング(タイラン
ド) カンパニー リミテ
ッド

100.0
役員の兼任
シートアジャス
タの製品販売

製品の販売 4,111 売掛金 982

武漢今仙電機有限公司
100.0
（40.0）

役員の兼任
シートアジャス
タの製品販売

製品の販売 1,582 売掛金 648

イマセン メキシコ テ
クノロジー エス エー 
デ シー ブイ

100.0
役員の兼任
シートアジャス
タの製品販売

出資
資金の貸付

1,093
487

－
長期貸付金

－
850

(注) １「議決権の所有割合」欄の括弧書は間接所有割合で、内書であります。
２ 製品の販売等については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
３ 債務保証は、同社の銀行借入及びリース契約につき実施したものであります。
４ 資金の貸付は、市場金利を勘案して利率は合理的に決定しております。
５ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。

8. １株当たり情報に関する注記

 (1) １株当たり純資産額 1,677円26銭

 (2) １株当たり当期純利益 100円18銭

9．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成26年５月９日

株式会社今仙電機製作所

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井 上 嗣 平 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 谷 浩 二 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社今仙電機製作所の平成25年
４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社今仙電機製作所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成26年５月９日

株式会社今仙電機製作所

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井 上 嗣 平 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 谷 浩 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社今仙電機製作所の平
成25年４月１日から平成26年３月31日までの第77期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第77期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本
監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　　　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

　　　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、監査室その他の従業員等と意思の疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な
ものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、監査役会が定めた内
部統制システムに係る監査の実施基準に準拠し、取締役及び従業員等からその構築及び運用の状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思の疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いた
しました。

　　　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当
該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び
その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果
　　一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
　　二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。
　　三  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(３) 連結計算書類の監査結果
　　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年５月13日　　　　　　　　　　　　　　 株式会社今仙電機製作所　監査役会

常 勤 監 査 役 長 屋 三 平 

常 勤 監 査 役 阿 部 隆 行 

社 外 監 査 役 宮 澤 俊 夫 

社 外 監 査 役 長谷川　周　義 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役11名選任の件

　本総会終結の時をもって取締役全員（11名）の任期が満了いたします。つきま

しては、取締役11名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 重 要 な 兼 職 の 状 況 並 び に
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

わかやま    きょうじ

若 山 恭 二

(昭和10年２月20日生)

昭和35年10月　当社入社

昭和52年12月　第一営業部 部長

昭和56年５月　東京支店 支店長

昭和63年３月　取締役

平成３年12月　常務取締役

平成９年６月　代表取締役社長

平成19年６月　代表取締役会長 (現任)

134,244株

２

ふじかけ     おさむ

藤   掛      治

(昭和30年２月26日生)

昭和53年４月　当社入社

平成16年７月　営業・技術本部 第二営業部 部長

平成18年４月　購買本部 購買部 部長

平成21年６月　取締役

平成23年４月　購買本部 本部長

平成23年６月　代表取締役社長 (現任)

　　　　　　　開発本部 本部長

平成26年１月　営業本部 本部長

17,089株

３

かめやま    ひろまさ

亀 山 弘 昌

(昭和29年８月６日生)

昭和54年４月　当社入社

平成13年４月　営業・技術本部 営業企画部 部長

平成17年４月　原価企画部 部長

平成19年４月　管理本部 総務部 部長

平成23年６月　取締役

　　　　　　　総務部 部長

平成24年６月　イマセン マニュファクチュアリング (タイラ

　　　　　　　ンド) カンパニー リミテッド 取締役社長

　　　　　　　イマセン マニュファクチュアリング インディ

　　　　　　　ア プライベート リミテッド 取締役会長

平成25年６月　常務取締役 (現任)

　　　　　　　原価企画担当、アジア地域統括 (除く中国)

　　　　　　　イマセン マニュファクチュアリング (タイラ

　　　　　　　ンド) カンパニー リミテッド 取締役社長

　　　　　　　イマセン マニュファクチュアリング インディ

　　　　　　　ア プライベート リミテッド 取締役会長

平成26年４月　品質保証本部 本部長、原価企画統括、アジア

　　　　　　　地域統括(除く中国) (現任)

15,044株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 重 要 な 兼 職 の 状 況 並 び に
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

４

なかざわ    てつのり

中 澤 哲 則

(昭和31年３月５日生)

昭和54年４月　当社入社

平成13年４月　生産本部 第一製造部 名古屋工場 工場長

平成17年７月　イマセン ビュサイラス テクノロジー インク 

　　　　　　　出向

平成18年12月　当社 管理本部 総務部付 (部長待遇)

平成19年４月　品質保証本部 生産管理部 部長

平成21年３月　経営体質改革チーム 部長

平成23年４月　購買本部 購買部 部長

平成23年６月　取締役

　　　　　　　購買部 部長

平成24年６月　購買、営業、海外 担当

平成24年７月　イマセン メキシコ テクノロジー エス エー 

　　　　　　　デ シー ブイ取締役社長 (現任)

平成25年６月　常務取締役 (現任)

　　　　　　　営業本部 本部長、購買 担当、北米・南米地域

　　　　　　　統括

平成26年１月　イマセン ビュサイラス テクノロジー インク 

　　　　　　　取締役社長 (現任)

(重要な兼職の状況)

 イマセン メキシコ テクノロジー エス エー デ シー ブイ

 取締役社長

 イマセン ビュサイラス テクノロジー インク取締役社長

10,127株

５

あ だ ち      たかし

足  立      隆

(昭和31年10月29日生)

昭和54年４月　当社入社

平成13年４月　生産本部 生産管理部 部長

平成15年４月　生産本部 購買部 部長

平成18年４月　営業本部 第二営業部 部長

平成21年４月　イマセン マニュファクチュアリング (タイラ

　　　　　　　ンド) カンパニー リミテッド 取締役社長

平成23年６月　取締役

平成24年６月　広州今仙電機有限公司 董事長 兼 総経理

　　　　　　　武漢今仙電機有限公司 董事長

平成25年６月　常務取締役 (現任)

　　　　　　　グローバル経営戦略・生産管理担当

　　　　　　　広州今仙電機有限公司 董事長 兼 総経理

　　　　　　　武漢今仙電機有限公司 董事長

平成26年４月　営業本部 本部長、生産管理統括、中国地域統

　　　　　　　括 (現任)

8,164株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 重 要 な 兼 職 の 状 況 並 び に
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

６

さ  さ  き    てつじ

佐 々 木 鉄 二

(昭和28年９月26日生)

昭和52年４月　当社入社

平成12年２月　品質保証本部 品質保証部 部長

平成13年４月　品質保証本部 ＴＱＳＭ推進室 部長

平成19年６月　第一製造本部 名古屋工場 工場長

平成23年６月　取締役

　　　　　　　イマセン ビュサイラス テクノロジー インク

　　　　　　　取締役社長

平成25年６月　常務取締役 (現任)

　　　　　　　イマセン ビュサイラス テクノロジー インク

　　　　　　　取締役社長

平成26年１月　購買 担当

平成26年４月　購買本部 本部長、製造領域 担当 (現任)

6,364株

７

ゆきとも    か ず お

行 友 一 雄

(昭和28年６月９日生)

平成14年９月　当社入社

平成17年６月　開発本部 広島設計部 部長

平成24年６月　取締役 (現任)

　　　　　　　広島設計部 部長、広島工場 担当

平成25年６月　電子・情報部品開発 担当(広島駐在) (現任)

4,096株

８

かめやま    つねひろ

亀 山 庸 宏

(昭和30年10月31日生)

昭和54年４月　当社入社

平成19年10月　開発本部 生産技術部 部長

平成24年４月　第一製造本部 春里工場 工場長

平成24年６月　取締役 (現任)

　　　　　　　春里工場 工場長、名古屋、岐阜、岡山各工場

　　　　　　　担当

平成24年11月　名古屋、岐阜、岡山各工場 担当

平成25年６月　製造本部 本部長、生産技術 担当、九州イマセ

　　　　　　　ン 担当

平成26年４月　製造本部 本部長、生産技術統括 (現任)

5,696株

９

お お の    ま す み

大 野 真 澄

(昭和28年６月12日生)

昭和47年３月　当社入社

平成18年４月　営業本部 第四営業部 部長

平成24年４月　総務部 部長

平成24年６月　取締役 (現任)

　　　　　　　総務部 部長、経理、経営戦略、関係会社 担当

平成25年４月　総務、経理、経営戦略室、関係会社 担当

平成25年６月　総務・経理・経営戦略室 担当、関係会社

              担当、コンプライアンス、コーポレートガバ

              ナンス、リスクマネジメント 担当

平成26年４月　管理本部 本部長、関係会社管理 担当、コン

　　　　　　　プライアンス、コーポレートガバナンス、リ

　　　　　　　スクマネジメント 担当 (現任)

4,296株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 重 要 な 兼 職 の 状 況 並 び に
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

10

と み だ    まさひろ

冨 田 雅 博

(昭和35年11月19日生)

昭和58年４月　当社入社

平成17年６月　開発本部 本社設計部 部長

平成24年６月　取締役 (現任)

　　　　　　　品質保証、生産管理 担当

平成25年６月　開発本部 本部長、品質保証 担当

平成26年４月　開発本部 本部長 (現任)

9,296株

11

さ た け    かつゆき

佐 竹 克 幸

(昭和32年10月27日生)

昭和61年３月　当社入社

平成16年４月　海外営業部 部長

平成17年４月　海外統括部 部長

平成21年３月　営業本部 第二営業部 部長

平成23年６月　営業本部 第一営業部 部長

平成24年４月　営業本部 栃木支店 支店長

平成25年４月　営業本部 栃木支店 支店長、東京支店 支店長

平成25年６月　取締役 (現任)

　　　　　　　東京支店 担当、栃木支店 支店長

平成26年４月　営業本部 副本部長 (現任)

3,009株

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第２号議案　監査役１名選任の件

  監査役宮澤俊夫氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 重 要 な 兼 職 の 状 況 及 び
当 社 に お け る 地 位

所有する当社
の 株 式 数

み や ざ わ     と し お

宮 澤 俊 夫

(昭和25年６月11日生)

昭和51年４月　東京地方検察庁検事任官

昭和63年３月　名古屋法務局訟務部付検事退官

昭和63年５月　弁護士 (名古屋弁護士会)(現任)

平成18年６月　当社 社外監査役 (現任)

6,594株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．宮澤俊夫氏は、社外監査役候補者であり、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古

屋証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員

として指定し、両取引所に届け出ており、引き続き同氏を独立役員とする予定であり

ます。

３．宮澤俊夫氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士としての専門的な知識・経験等

を当社の監査体制に活かしていただきたいためであります。なお、同氏は社外監査役

となること以外の方法で直接経営に関与された経験はありませんが、上記の理由によ

り社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

４．宮澤俊夫氏の監査役在任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。

５．宮澤俊夫氏は、当社との間で会社法第423条第1項の責任を法令の定める最低責任限度

額とする責任限定契約を締結しており、再任が承認された場合、当社は、同氏との間

で当該契約を継続する予定であります。

以 上
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株主総会会場ご案内図

会場　　愛知県犬山市犬山北古券107-１

名鉄犬山ホテル ２階 「彩雲」

TEL(0568) 61-2211
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＜交通の便＞

名鉄犬山線　犬山遊園駅下車　徒歩８分

東名高速　小牧I.Cより　25分

●お車でお越しの場合は、名鉄犬山ホテル駐車場をご利用ください。

●電車でお越しの場合は、犬山駅より送迎バスを運行いたします。

10時20分に犬山駅西口ロータリーを出発いたしますのでご利用くださ

い。


